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群馬県の大深度温泉掘削基準を見直す基礎データを得るために、平野

部の限定したエリアにおいて、大深度掘削泉の揚湯量、水位、泉温及び

電気伝導率の定期モニタリングを行った。全調査源泉は主要成分が類似

し、井戸の掘削深度も同程度であることから、同一の堆積盆に由来して

いることが推測された。5源泉の水位に低下傾向が認められたが、泉温、
電気伝導率にその傾向は見られなかった。なお、同様の利用形態であっ

ても源泉ごとに水位低下の程度は大きく異なっていた。揚湯量の抑制に

より水位低下がおさまり、その後一定水位を維持している源泉があった

ことから、揚湯量規制は確実な効果を期待できる対策であることが考え

られた。低下傾向にあった水位について源泉同士の影響関係を考察した

が、今回のモニタリング結果からはその関係が明らかに認められる事象

は確認されなかった。むしろ、水位低下は自身の過剰な揚湯が大きな要

因の一つであることが示唆された。
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1. はじめに

群馬県は県内各地に様々な温泉地を有し、こ

れが県の重要な観光資源となっている。そのた

め、この観光資源を保護し、恒久的に利活用し

ていくことが県の責務といえる。県の北西部及

び南部の山岳部には、昔から多くの温泉地が存

在しているが、中部から南東部にかけての平野

部では、最近になるまでほとんど温泉は存在し

ていなかった。しかし、近年の温泉掘削技術の

進歩に伴って、深度 500 m以上の大深度型の温
泉開発が頻繁に行われるようになると、H5年頃
は数源泉ほどであったのがH21年 3月には約 70
源泉にも急増した。平野部における大深度掘削

泉は、大昔の地殻変動によって地下に閉じ込め

られた海水や、長い年月をかけて地下に浸透し

て蓄えられた降水等がその起源と言われている

が、いずれにしても循環速度は遅く、過剰に揚

湯すれば近い将来枯渇することが懸念されてい

る 1)。そのため、県では H17年 6月から以下に
示す大深度温泉掘削基準を設け、温泉資源の保

護につとめている。

○大深度温泉掘削基準*の概要

・対象地域は県内平野部

・500 m以深の掘削を伴う温泉開発が対象
・既存源泉から 2 km以内は掘削禁止
・揚湯量は 150 L/min 以下(1 日最大で 200

m3以下)
・掘削予定地から 2 ～ 3 km圏内に既存源
泉がある場合は、既存源泉を含めて全体

* 薬務課
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の揚湯量は 250 L/min以下
*基準制定以前から存在する温泉は適用対象外

この基準に対しては、環境省がまとめた「温

泉資源の保護に関するガイドライン」2)にも示

されているとおり、実際に温泉資源の保護が期

待できるかその内容を検証し、必要に応じて見

直さなければならない。そこで本調査は、この

基準の妥当性を検証する基礎データを得るため

に、平野部の大深度掘削泉に対して 1年間毎月
1 回の定期モニタリングを行った。本報ではこ
の結果に加え、源泉所有者が自ら行っている定

期モニタリングの結果と、さらに県薬務課が毎

年 1回実施している源泉調査のデータを併せて
長期的な解析を行った。

2. 調査方法

大深度温泉掘削基準では、図 1 に示す県内平
野部を統一の内容で規制している。しかし、温

泉資源の賦存状態は局地的に異なる可能性が考

えられるため、本調査では平野部の中でも大深

度掘削泉が集中する県中部地域に的を絞り、図

2の 9 km × 8 kmの限定したエリアを調査対象
に設定した。このエリアには①～⑤及び x, yの
計 7源泉が存在し、これらは全て動力揚湯泉で
ある。この中の①～⑤に対して、揚湯量、水位

標高(以後、説明がない限り動水位の標高を意味
する)、泉温及び電気伝導率(EC)について H21年
1月から 12月まで毎月 1回定期モニタリングを
行った。揚湯量と泉温は鉱泉分析法指針に準じ

て測定した。水位は電磁式水位計(ロープ式水位

図 1. 群馬県平野部の位置

計, YAMAYO)により、EC はポータブル導電
率計(D-24, HORIBA)によりそれぞれ測定した。
本調査の結果に加え、温泉利用当初から源泉所

有者自身が行っている定期モニタリングの毎月

の結果及び県薬務課による源泉調査データ(S59
年からは県内全源泉に対して毎年 1 回実施)を併
せて長期的なトレンド分析を行った。

図 2. 調査エリアと源泉の位置関係

3. 結果および考察

3.1. 温泉揚湯と温泉流動の概況
調査エリア内の 7源泉について、井戸掘削深
度、主要成分等の基本的な情報を表 1に示した。
なお、ポンプ設置日をその源泉の利用開始日と

して定義した(x は採水日を利用開始日とした)。
これらの 7源泉は全て 500 m以深の大深度掘削
泉に該当し、その井戸深度は 1200 ～ 1500 m
程度と同様に深い。井戸の管構造に関する資料

が得られなかったため、ストレーナー(管の採水
口)の位置を特定できず、各源泉がどの地下深度
から揚湯しているかは不明であった。しかし、

ストレーナーを上下の広い範囲に設定すること

は、地表面付近の冷水の混入を招く恐れがある

ため、熱損失の観点からは考えにくい。そこで、

7 源泉は井戸の最深部においてのみ、同程度の
地下深度から揚湯していると仮定した。なお、

群馬県の平野部の地下には、新第三紀から第四

紀に至る堆積物が厚く発達した堆積盆が形成さ

れていることが知られており、平野部の大深度

掘削泉はこの堆積盆から温泉を揚湯していると
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表 1. 調査エリア内の源泉の基本情報

考えられている。したがって、前述の 7源泉に
ついても同様に、同一の堆積盆から揚湯してい

るものと推察された。

地下水の流向は、一般に静水位の高いほうか

ら低い方へ向かうことが知られている。しかし

ながら、調査源泉の静水位データが揃わなかっ

たため、今回は動水位標高から地下の温泉流向

を大局的に推測した。動力ポンプによる揚湯の

影響が少ない利用開始当初の動水位標高は、①;
88.8 m, ②; 64.5 m, ③; 55.0 m, ④; 37.4 m, ⑤;
48.8 m (x及び yについては不明)のとおりであ
る(表 1)。各源泉の利用開始時期及び揚湯量は異
なるが、動水位標高の関係から、大局的な動水

勾配の向きは、①→②→③→(④及び⑤)へ向か
う南方向と推測された。なお、井戸標高から判

断される地表面の傾斜方向は南方向であり(表
1)、調査エリア内を流れる河川の流向もほぼ南
方向であることから(図 2)、推測した温泉の流向
は調査エリアの地形的特徴とも一致する。

②の源泉については連続揚湯試験の結果が得

られ、これをもとにタイスの標準曲線法 3) から
算出した地下帯水層の透水量係数は 7.6×10-5 
m2/sであった。これは板寺ら 4) が求めた大深度

掘削泉の透水量係数(10-4~10-7 m2/s)と同程度で
ある。板寺らと同様に帯水層厚を 500 mと仮定
して透水係数を算出すると、1.52×10-7 m/sであ
り、大深度掘削泉の帯水層が極めて低い透水性

であることが改めて確認できる。

3.2. 温泉の起源と源泉同士の関係性
表 1 から調査エリア内の温泉の泉質は、x の
みがナトリウム‐塩化物泉であり、その他は共

通してナトリウム‐塩化物・炭酸水素泉である。

xは、他の源泉と比較して Na+, Ca2+, Cl-濃度

が高く、一方で HCO3
-濃度は低い。本調査エリ

ア付近において酒井らは、温泉成分の地理的分

布から、よしおか温泉と北橘温泉の間には Cl-

濃度を急激に増加させる断層のような地質構造

が局地的に存在することを推察している 5)。そ

して、この付近の温泉に含まれる Cl-を化石海水

起源と考察している 5)。x はまさにこの付近に
位置し、Cl-に富んだナトリウム‐塩化物泉を形

成していることから、上述の局地的な地質構造

の影響により、x は海水を取り込んでいる可能
性が考えられた。このことを検証すべく、x 及
び海水における主要成分について、Cl-に対する

当量比の関係を図 3(a)に示した。なお、Cl-は岩

石等とのイオン交換の影響を受けにくく、沈殿

物も生成しづらいため、温泉の生成メカニズム

を考察する安定した指標として知られている。

このため、温泉中の主要成分を Cl-と比較するこ

とで、温泉の生成メカニズムの推定が行われて

いる 6)。海水に対して x では、Mg2+及び SO4
2-

の減少が確認されるが、それ以外の成分では良

い一致が見られる。減少した Mg2+については、

海緑石やモンモリロナイト等の粘土鉱物とのイ

オン交換によって、Mg2+が粘土鉱物中に取り込

まれ除去された可能性が考えられる 6, 7)。また

SO4
2-の減少は、地下の還元的雰囲気における硫

黄還元バクテリアの作用に由来する可能性が考

えられる。したがって xは、起源となる化石海
水が地層中の粘土鉱物と硫黄還元バクテリアの

作用を受けて生成していることが推察される。

なお、xの Cl-濃度は海水(約 20,000 mg/kg)のお
よそ 2割程度であることから、成分濃度の低い
地下水に化石海水が 2割程度混入して、生成し
ていることが考えられた。

一方、①～⑤及び yについても同様に、Cl-

Na+ K+ Mg2+ Ca2+ Cl- SO4
2- HCO3

- CO3
2-

① 1301 140 88.8 H7.10.2 H17.4.1 59.5 7.8 945 13.6 3.85 76.4 1279 0.2 566 1.2 Na-Cl・HCO3温泉

② 1200 113 64.5 H18.4.3 H17.12.22 53.1 7.4 1100 21.3 9.16 64.3 1450 6.5 732 0.7 Na-Cl・HCO3温泉

③ 1500 105 55.0 H13.3.1 H12.6.20 57.5 7.3 1397 22.6 15.7 86.5 1971 5.9 643 1.0 Na-Cl・HCO3温泉

④ 1311 109 37.4 H13.2.6 H12.6.26 54.3 7.7 951 12.8 8.30 34.0 1026 2.1 931 1.8 Na-Cl・HCO3温泉

⑤ 1471 90 48.8 H16.9.10 H16.4.28 53.4 7.5 1055 14.9 8.38 49.0 1311 4.8 665 0.8 Na-Cl・HCO3温泉

x 1483 132 - -*2 H9.6.19 65.4 7.8 2073 15.4 1.36 343.0 3760 4.9 78.5 0.4 Na-Cl温泉
y 1386 145 - H18.3.28 H18.1.27 51.3 7.6 700 15.9 6.76 36.7 634 1.5 878 1.3 Na-Cl・HCO3温泉

*1 利用開始当初の水位標高
*2 ポンプ設置日を源泉の利用開始日とする(xは採水日H9.6.19を利用開始日とする)

- は不明

(mg/kg)
泉質

ポンプ

設置日*2
採水日

泉温
(℃)
現地
pH

井戸深度
(m)
井戸標高

(m)
動水位

標高
*1(m)
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図 3 (a). x と海水との成分比較

図 3 (b). ①～⑤及び y と海水との成分比較

に対する主要成分の当量比について図 3 (b)に
示した。いずれも海水に対して Mg2+及び SO4

2-

が減少しているが、これらは xと同様に粘土鉱
物と硫黄還元バクテリアによる作用と考えられ

る。一方、Na+と(HCO3
- ＋ CO3

2-)については、
x とは明らかに異なり海水に対して増加してい
るが、この増加については前述の作用とは異な

る要因が考えられた。図 4は 7源泉及び海水の
Na+/Cl-と(HCO3

- ＋ CO3
2-)/Cl-の関係を表したグ

ラフである。このグラフの近似直線は決定係数

(R2)が 0.99 であることから、両者は強い相関関
係にあることが確認できる。近似直線の切片付

近には海水と xがほぼ重なってプロットされて
いるが、これは前述のとおり xの主な由来が海
水のみであることを示唆している。これに対し

①～⑤及び yは、Na+/Cl-と(HCO3
- ＋ CO3

2-)/Cl-

が比例的に増加し、その傾きはおよそ 1である。
これは、xに対して Na+と(HCO3

- ＋ CO3
2-)が同

当量ずつ付加されていることを示唆する。つま

り、NaHCO3及び Na2CO3を含む水の混入が推測

される。したがって、①～⑤およびｙは、化石

海水を起源とする x 型の組成の水に、NaHCO3

及び Na2CO3 を含む水が混入して生成している

ことが考えられた。なお、xに比べ①～⑤及び y
では Ca2+濃度が低くなっているが(表 1)、これ
は Ca2+を含む x型の水に炭酸成分を含む水が混
入することで、Ca2+と CO3

2-の溶解度積が過飽和

となり難溶解性の CaCO3 が析出したためと考

えられる。

以上のことから、本地域には化石海水のみを

主な起源とする x型の温泉と、この x型の水に
炭酸成分を含む水が混合して生成する①～⑤及

び yの温泉が存在することが考えられた。これ
らの源泉は泉質及びその生成メカニズムに関係

性が深いことから、源泉同士は何れかの影響関

係にある可能性が予測された。

図 4. 7源泉及び海水の Na+/Cl-と

(CO3
2-＋HCO3

-)/Cl-の関係

3.3. 各源泉の長期トレンド
各源泉の揚湯量、水位標高、EC、泉温に関す
る毎月のモニタリングデータを図 5に示した。
なお図 5には、本調査の結果に加えて、各源泉
所有者から提供されたデータ及び薬務課の源泉

調査の結果をまとめて長期的な挙動を示した。

水位標高については、全源泉において温泉利

用開始当初から現在までの間に低下しているこ

とがわかった。各源泉の水位標高の長期トレン

ドを調べるために、経時変化に対する近似直線

の傾き(水位変化率)を求めたところ、①; -0.77, 
②; -1.1, ③; -0.043, ④; -0.57, ⑤; -0.078 (単位は
m / month)であり、程度の違いはあるものの全源
泉において水位の低下傾向が明らかとなった。

一方で、泉温及び EC には低下傾向は認められ
ず、比較的安定していた。甘露寺らは、温泉の

枯渇化現象として温泉の地下水化現象を指摘し

ている 8)。これは、過剰な掘削源泉数の増加や

温泉揚湯量の増大などに伴って、まずは温泉水

位が低下し、次いで周辺部からの地下水の混入

が増大することによる泉温低下、成分濃度の低

下(淡水化)を引き起こすという現象である。本
調査エリアにおいては泉温及び EC の低下は認
められなかったが、水位の低下は認められたこ

とから、甘露寺らが指摘する温泉の枯渇化現象
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の第一段階が出現している可能性が高い。 
②は水位の低下傾向が最も強かった。その揚

湯量は 200 L/min 程度であるが、一方で比較的
近い時期に利用を開始した⑤は揚湯量 250 
L/min 程度と②よりもやや多いにもかかわらず、
⑤では水位の低下傾向は緩やかであった。この

ことから、9 km × 8 kmの限られた調査エリア
内において同様の利用形態であっても、水位変

下率は源泉によって明らかに異なることがわか

った。この要因として、透水係数等の地下の水

理条件が局地的に異なるためか、或いは付近源

泉の影響が考えられたが、後者の可能性は低い

ことが推察される。②では、3.1.で推測した南
方向の温泉流向に対して上流側の①及び yが②
よりも古くから揚湯を行っている。仮にこれら

の影響で地下の温泉帯水層がすでに衰退し、周 

図 5. 各源泉の揚湯量、動水位標高、EC、泉温に関するモニタリングデータ
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辺の地下水ポテンシャルが低下していたとする

と、②における利用開始当初の水位標高も低く

なっていることが予想される。しかし、利用開

始当初の水位標高について、②と利用開始時期

が近い③及び⑤を比較すると、②; 64.5 m ＞
③; 55.0 m ＞ ⑤; 48.8 m であり、この順位は井
戸自体の標高順位と一致している(表 1)。このこ
とから、②の水位標高は利用開始当初から既に

周囲よりも特段低くなっていたとは考えにくく、

①及び yの影響の可能性は低いことが推測され
る。したがって、②と⑤の水位変下率の違いは、

透水係数や貯留係数等の水理条件の違いが要因

と推察された。しかし、②においては連続揚湯

試験の結果から透水係数を 1.52×10-7 m/s と算
出できたが、⑤においては連続揚湯試験の結果

が得られなかったため、両者の水理条件の違い

を検証することはできなかった。

次に水位の低下傾向が強かった①については、

水位と揚湯量の間に密接な関係が見られた。①

の水位は利用開始後の H8 年 12 月～ H10 年 6
月頃まで上昇しているが、これはその時期に自

身の揚湯をしていなかった期間が多いことが要

因と考えられる(図 5 (a))。その後は、揚湯と供
に水位は低下し続け、最高で標高 120m 程度あ
った水位はH16年 7月頃には標高 10m程度にま
で低下した。この水位低下量は、「温泉資源の

保護に関するガイドライン」2)の中で枯渇化現

象が認められている温泉地の事例(湯河原温泉
にて 15年間に 70 m以上の水位低下)と比較して
も大きい。しかし、H17年 6月に県の大深度温
泉掘削基準が適用され、揚湯量についての規制

がなされると、それまで最大で 500 L/min 程度
であった揚湯量は 250 L/min 程度に抑えられ、
H20 年頃からは水位標高はやや回復し、その後
水位低下は収まっている様に見られる。以上の

ように、①の事例からは揚湯量の増減に伴って

水位が大幅且つ密接に連動する特徴が見られ、

揚湯量の抑制によると推測される水位低下の改

善が確認された。これはまさに揚湯量規制の確

実な効果を確認できる一例であることが考えら

れた。なお、①は大深度温泉掘削基準制定以前

の源泉であるため、基準適用対象外である。

3 番目に水位の低下傾向が強かった④も、前
述の①と同様に水位の変動が大きい(図 5 (d))。

④は揚湯量のデータが不足しているが、100～
450 L/min 程度の広い範囲で揚湯していること
から、やはり①と同様に自身の揚湯量の変化が

水位変化の要因である可能性が推察された。

調査源泉の中でも①、②及び④については、

水位の低下傾向が強いことから、これらの源泉

には第一段階の枯渇化現象が出現している可能

性が高い。今後、水位の低下が続けば、いずれ

は泉温や EC の低下が起きる可能性が考えられ
るため、これらの項目をモニターし続ける必要

があるといえる。なお、その他の源泉について

は、水位の低下傾向は比較的緩やかであった。

3.4. 水位標高に関する源泉同士の影響関係
一般に温泉は、被圧帯水層に存在するため、

源泉の揚湯による帯水層内の圧力損失は、瞬時

に周囲の源泉に影響を与えることが予想される。

実際に、500 m離れている源泉同士で、片方で
揚湯を開始したところ、その日のうちにもう片

方の源泉の水位が低下した事例が存在する 9)。

したがって、源泉同士に影響関係がある場合、

一方の源泉が揚湯を行えば、その直後にこれに

伴う事象が他方の源泉に出現することが予想さ

れる。このことを踏まえ、低下傾向が認められ

た①～⑤の 5源泉の水位標高について、源泉同
士の影響関係の有無を考察した。①は利用開始

が最も早く、その他の源泉が利用を開始する前

からモニタリングデータが連続的に取られてい

る。そのため、これを他源泉からの干渉の有無

を判断する基準として活用した。図 6には①～
⑤の水位標高を整理して示した。

H9年 6月に①から最も近い xの利用が開始す
るが、その直後には①の水位に変化は見られな

い。なお、①は H9 年 9 月頃に水位が一時的に
低下しているが、これは同時期に①自身が 400 
L/min 程度で一時的に揚湯していることが要因
と考えられる(図 5 (a))。また、期間Ⅰにおいて
①の水位は急激に低下しているが、これも同時

期にそれまで停止していた自身の揚湯を 500 
L/min 程度の大きい揚湯量で再開させているた
めと考えられる(図 5 (a)のⅠ)。その後、揚湯量
を 300 L/min 程度に抑えると、水位の低下傾向
は改善している。

H13年の 2 ~ 3月に③及び④の利用が開始し
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た直後に、①の水位は若干低下したように見え

るが、これは H11年 4月から H15年 1月頃の長
期的な水位低下の傾向に対して、これを逸脱す

るほど明瞭な低下とまでは言えない。したがっ

て、①に対する③及び④の明瞭な干渉は認めら

れない。なお、期間Ⅱにおいて①の水位の低下

率は若干大きくなるが、これは自身の揚湯量が

増大している時期と一致していることから、こ

の変化は①自身の影響と考えられた (図 5 (a)及
び図 6のⅡ)。

H16年 9月に⑤の利用が開始しているが、こ
の時期は①のモニタリングデータが欠如してい

るため、影響関係を考察することは困難であっ

た。しかしながら、前述したとおり⑤よりも①

に近い x及び③の干渉が認められなかったこと
から、⑤についても①への干渉の可能性は低い

ことが推察される。

H18年 3 ~ 4月に②及び yが利用を開始する
と、これとほぼ同時期に①の水位は一時的に急

降下してから H19年 6月頃まで低下傾向にある
(図 6 のⅢ)。この期間Ⅲにおいては、それまで
停止していた①自身の揚湯が再開した時期とも

重なるが、しかしこの時の揚湯量(200 L/min程
度)は、揚湯が停止する前の揚湯量と変わらない
ことから、自身の揚湯再開だけを水位低下の原

因とするのは難しい可能性がある(図 5 (a))。し
かし、②に関しては、①により近い xの影響が
認められなったことから、②についても①に対

する影響関係が存在する可能性は低いことが推

察される。なお、y に関しては、①への影響が
存在するかは本調査からは不明であった。した

がって、期間Ⅲの水位変動の要因としては、①

自身の揚湯の再開が一つ考えられるが、この他

にも yの影響があったかについては不明であり、
これを確認するためには、より詳細な調査が不

可欠と言える。なお、期間Ⅰ~Ⅲ以外に大きな
水位低下の出現は無く、Ⅲの直後から水位標高

は若干回復し、最近まで比較的安定している。

以上のことから、①に対する②～⑤、x及び y
の干渉が明らかに認められる事象は、本調査か

らは確認されなかった。むしろ、①は H18年頃
まで揚湯量が大きく変動しており、これに伴う

水位標高の変動が確認されることから、自らの

過剰な揚湯が水位低下を引き起こす大きな要因

の一つであることが推測された。なお、この①

については前節で述べたとおり、最大 500 L/min
程度であった揚湯量を 250 L/min 程度に抑えた
後は、水位標高の若干の回復と安定した状態が

見られる。

その他の源泉に関しても、ある時点を境に水

位が大きく低下した事象は見られないことから、

源泉同士の影響関係の存在は確認できない。な

お、④は H21 年 10 月頃から水位が上昇してい
るが、直前に水位計が故障し修理していたこと

から、この水位変動が正確なものであるかは定

かではない(図 5 (d))。したがって、全源泉にお
いて水位標高の低下は確認できたが、源泉同士

の間に影響関係があるかまでは判断できなかっ

た。 

4. まとめ

群馬県の大深度温泉掘削基準の妥当性を検証

する基礎データを得るために、県内平野部にお

いて温泉の定期モニタリングを行った。

図 6. 調査源泉における動水位標高の経時変化比較
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調査エリア内の 7源泉は井戸深度が同程度で
あることから、同一の地下堆積盆から温泉を揚

湯していることが推察された。また、温泉の主

要成分から、温泉の主な起源は化石海水であり、

これが成分濃度の低い地下水に一部混入するこ

とで生成するタイプ(ナトリウム‐塩化物泉)と、
このタイプの水にさらに炭酸成分を含む水が混

入することで生成するタイプ(ナトリウム‐塩化
物・炭酸水素泉)の 2 種類の温泉が存在すること
が推測された。これらの温泉は泉質及びその由来

に関連性が高いことから、何れかの影響関係にあ

る可能性が予測された。

しかしながら、5源泉において低下傾向が認め
られた井戸の水位に関しては、本調査結果から源

泉同士の影響関係を明らかに証明できる事象は

確認されなかった。むしろ、源泉自身の揚湯量の

変化に伴って水位が連動する現象が見られたこ

とから、水位低下は自身の過剰な揚湯が大きな要

因の一つであることが推測された。
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